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鳥取県西部広域行政管理組合掲示第３号 

 

人事行政の運営等の状況について 

 

鳥取県西部広域行政管理組合における人事行政の運営等の状況を次のとおり公表する。 

 

令和２年９月１５日 

鳥取県西部広域行政管理組合 

管理者 米子市長 伊木隆司 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の競争試験及び選考の状況 

  ① 職員の競争試験の状況（令和元年度（Ｒ2.4.1採用分））          [人] 

区 分 申込者数 第１次受験者数（A） 第１次合格者数 最終合格者数（B） 競争率(A)/(B) 

一般行政職 １ １ ０ ０ － 

消 防 職 ３７ ３１ １７ ８ ３.８ 

計 ３８ ３２ １７ ８ ３.８ 

 

  ② 職員の選考の状況（令和元年度）                    [件] 

区 分 
採用選考 

（うち再任用職員） 

昇 任 選 考  

局長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級 主任級 

管理者部局 － － － － ４ － － 

議会部局 － － － － － － － 

監査委員部局 － － － － － － － 

消防局 １３（１３）   ７ １１ １２ ７ 

  

（２）職員の採用、異動、退職等に関する任免の状況 

  ① 職員の採用の状況（令和元年度）                    [人] 

区 分 
競 争 試 験 選 考 

計 
男性 女性 計 男性 女性 計 

職

種 

一般事務 － ２ ２ － － － ２ 

機械 － － － － － － － 

電気 － － － － － － － 

その他 － － － － － － － 

消防職員 １１ － １１ － － － １１ 

再任用職員 － － － １３ － １３ １３ 

計 １１ ２ １３ １３ － １３ ２６ 
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  ② 職員の異動の状況（令和元年度）                       

   ア 消防局以外                                [件] 

区

分 

局 長 級 次 長 級 課 長 級 課長補佐級 
担 当 課 長 

補 佐 級 
係 長 級 主 任 級 一 般 職 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 
男 性 女性 

昇任 
－ － － － － － ４ － － － － － － － － － 

その他 
－ － ２ － － － １ － ４ － ２ － － － － － 

   

  イ 消防局                                    [件] 

区

分 

局 長 級 次 長 級 課 長 級 課長補佐級 係 長 級 主 任 級 一 般 職 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 
男 性 女性 男 性 女 性 男 性 女 性 男 性 女 性 

昇任 
－ － － － ７ － １１ － １２ － ７ － ２１ １ 

その他 
－ － １ － ７ － １０ － ３６ － １８ － ３９ ２ 

 

③ 職員の退職の状況（令和元年度（Ｈ31.4.1～Ｒ2.3.31分））[人] 

区分 男 性 女 性 計 

定年退職 ８ － ８ 

応募認定退職 － － － 

死亡退職 － － － 

その他 ２ － ２ 

 

（３）職員数の状況 

  ① 部局別職員数の状況と主な増減理由（平成 31年 4月 1日現在）        [人] 

区 分 職 員 数 対前年度増減数 主な増減理由 

管理者部局 ３７ － ・定年退職による減   △２０ 

・応募認定退職による減  △３ 

・その他退職等による減  △４ 

・新規採用による増    １３ 

議会部局 － － 

監査委員部局 － － 

消防局 ３００ △１４ 

計 ３３７ △１４ 
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  ② 級別職員数の状況（平成 31年 4月 1日現在）  

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計 

消

防

局

以

外 

職
員
数(

人) 

２ ７ １０ ４ ９ ２ ２ １ ３７ 

(２) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( ２ ) 

構
成
比(

％) 

５.４ １８．９ ２７．１ １０．８ ２４．３ ５．４ ５．４ ２．７ １００ 

(100) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) (100) 

消

防

局 

職
員
数(

人) 

６６ ４６ １０９ ２８ ３１ １８ １ １ ３００ 

(１２) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) (１２) 

構
成
比(

％) 

２２．０ １５．４ ３６．４ ９．３ １０．３ ６．０ ０．３ ０．３ １００ 

(100) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) (100) 

(注)・（  ）内は、再任用短時間勤務職員 

 

２ 職員の人事評価の状況（令和元年度） 

区   分 内   容 

評価の回数 １回 

評価の時期 ３月 

評価の対象者数 ３３７人 

 

３ 職員の給与の状況 

 

 （１）職員給与費の状況（平成 30年度） 

区

分 

職員数(A) 

(人) 

給 与 費（千円） 1人当たり給与費

(B)/(A)  (千円) 
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 (B) 

消
防
局
以
外 

３７ １４６，４３２ ２１，０３０ ５９，９７５ ２２７，４３７ ６，１４７ 

（２）      

消
防
局 

３１４ １，０８４，５９８ ２３３，５１４ ４３５，２１３ １，７５３，３２５ ５，５８４ 

（１０）      

 
(注)・（  ）内は、再任用短時間勤務職員。 

・給与費には退職手当は含まない。 
・給与費には再任用短時間勤務職員の給与費は含まない。 
 

 （２）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 31年 4月 1日現在） 

 

 

区分 平均給料月額（円） 平均年齢(歳) 

消防局以外 ３２８，８１６ ４２．５ 

消防局 ２８３，４７２ ３５．７ 

国(一般行政職) ３２９，４３３ ４３．４ 
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 （３）職員の初任給の状況（平成 31年 4月 1日現在） [円] 

区  分 
決定初任給 

組  合 国 

大学卒 １８０，７００ １８０，７００ 

高校卒 １４８，６００ １４８，６００ 

 

 （４）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 31年 4月 1日現在） [円] 

区  分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

大学卒 ２５３，７００ ３５７，６００ ３７８，３２５ ３９０，１００ 

高校卒 ２３３，２００ ３１７，３８０ ３６５，６８６ ３８２，７９２ 

 

（５）職員手当の状況（平成 30年度） 

区 分 組     合 国 

期末手当 

勤勉手当 

期末手当 

２．６０月分 

(１．４５月分) 

勤勉手当 

１．８５月分 

(０．９月分) 

期末手当 

２．６０月分 

(１．４５月分) 

勤勉手当 

１．８５月分 

(０．９月分) 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～15％ 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 10～20％ 

退職手当 

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算） 

 1人当たり平均支給額  １９，４９９千円 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算） 

  

特殊勤務 

手当 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ８３．１％ 

支給対象職員１人当たり平均支給年額 ４３，４７４円 

手当の種類（手当数） 救急救命搬送業務 救急搬送業務 災害救助業務 はしご登攀

業務 潜水救助業務 緊急自動車運転業務 感染症患者接触業

務   （7件） 

代表的な手当の名称 
支給額の多い手当 救急救命搬送業務 

多くの職員に支給された手当 緊急自動車運転業務 

時間外勤務

手当 

支給総額 ７９，６２５，０２７円 

職員１人当たり支給年額 ２５５，２０８円 

(注)・  期末手当及び勤勉手当区分の（ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

・ 退職手当の支給率は平成 30年 4月 1日現在。 

・ 退職手当の平均支給額は、30年度中に退職した職員のうち手当を支給した職員の平均額である。 
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区分 内容及び支給単価（平成 30年度） 
国の制度と

の同異 

国の制度と 

異なる内容 

扶養手当 

扶養親族として配偶者、子等を有する職員に支給する。 

・配偶者                                  6,500円 

※職務の級が 8級であるもの             3,500円 

・子 1人につき                               10,000円 

※満 15歳に達する日後の最初の 4月 1日から満 22歳に達する日以後の最

初の 3月 31日までの間にある子 1人につき         5,000円加算 

・その他の扶養親族                  6,500円 

※職務の級が 8級であるもの             3,500円 

同じ 

 

住居手当 
月額 12,000円を超える家賃を支払っている職員に支給する。 

・借家、借間居住者家賃の額に応じ、最高 27,000円まで 
同じ  

通勤手当 

交通機関等を利用し、または自動車等を使用して通勤する職員に支給する。 

・交通機関等利用者運賃等に応じ、月額最高 55,000円まで 

・自動車等使用者通勤距離に応じ、月額 1,600円～50,100円 

異なる 

自動車等

使用者の

支給額 

単身赴任手当 

公署を異にする異動に伴い転居し、やむを得ない事情により同居していた配

偶者と別居し、単身で生活することを常況とする職員に支給する。 

・月額 30,000円＋距離に応じた加算額 

同じ  

休日勤務手当 
正規の勤務時間として休日に勤務した職員に支給する。 

・支給割合 100分の 135 
同じ  

夜間勤務手当 
正規の勤務時間として休日に勤務した職員に支給する 

・支給割合 100分の 25 
同じ  

管理職手当 

課長級以上の職員に支給する。 

・事務局長、消防局長    75,200円 

・次長           64,200円 

・課長、署長、会計管理者  54,000円 

・主査、室長、副署長    47,800円 

異なる 

支給区分

及び支給

方法 

管理職員 

特別勤務手当 

緊急の必要により、週休日等又は平日深夜（午前０時から午後５時までの間）

に勤務した課長級以上の職員に支給する。 

・週休日等    5,000円～8,000円（6時間を超える勤務は 5割増し） 

・平日深夜    2,500円～4,000円 

異なる 

支給区分

及び支給

方法 
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４ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

 （１）職員の勤務時間 

 

 

 （２）年次有給休暇の取得状況（平成 31年） 

区分 総付与日時数(A) 総使用日時数(B) 対象職員数(C) 平均取得日時数(B)/(C) 取得率(B)/(A) 

消防局以外 1,442日 6時間 368日 5時間 37人 10日 6時間 25.6% 

消 防 局 11,199日 2時間 3,000日 
283人

（初任・消防庁派遣者除く） 
10日 5時間 26.8% 

 

 

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（令和元年度）            [時間] 

区分 時間外・休日勤務総時間数 職員 1 人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数  

消 防 局 以 外 ２，４７０ ６．６ 

消 防 局 ２４，５３７ ７．０ 

計 ２７，００７ ６．９ 

  

 

 

（４）特別休暇等の状況（令和元年度）  

休暇の種類 付与日数・期間等 
有給・無

給の別 

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 有給 

公の職務執行のための休暇 必要と認められる期間 有給 

骨髄液提供のための休暇 必要と認められる期間 有給 

社会貢献活動のための休暇 １年につき５日の範囲内の期間 有給 

生理休暇 その都度必要と認められる期間 有給 

結婚休暇 ７日の範囲内の期間 有給 

妊産婦の健康診査等のための休暇 

妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４週から満３５週まで

は２週間に１回、妊娠満３６週から出産までは１週間に１回、出産

後１年まではその間に１回、それぞれ１日の範囲内でその都度必要

と認められる時間 

有給 

妊婦の通勤緩和のための休暇 
正規の勤務時間等の始め又は終わりにおいて、１日を通じて１時間

を超えない範囲内 
有給 

妊婦の母体等の健康保持のための休暇 必要と認められる時間 有給 

区分 勤務時間など 

事務局及び消防局（隔日勤務者を除く。）

の標準的なもの 

月曜日～金曜日（休日を除く。） 

勤務時間 ８時３０分～１７時１５分        うち休憩時間６０分  

消防局の隔日勤務者の標準的なもの 勤務時間 ８時３０分～翌日８時３０分     うち休憩時間８時間30分 
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妊娠に起因する障害のための休暇 ２週間を超えない範囲内で、その都度必要と認める期間 有給 

出産休暇 

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予

定である場合には出産日までの期間、出産した場合には出産日の翌

日から８週間を経過する日までの期間 

有給 

保育時間休暇 １日２回（午前、午後各１回）各３０分以内の期間 有給 

妻の出産休暇 ２日の範囲内の期間 有給 

子の養育休暇 

妻が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多胎妊娠の場

合にあっては、１４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過

する日までの期間内において５日の範囲内の期間 

有給 

子の看護のための休暇 小学校第 6学年までにある子 1人につき５日の範囲内の期間 有給 

短期の介護のための休暇 
１年につき５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）

の範囲内の期間 
有給 

忌引休暇 死亡者の区分に応じ、１日から１０日までの範囲内の期間 有給 

法要休暇 １日の範囲内の期間 有給 

夏季休暇 原則として連続する４日の範囲内の期間 有給 

災害又は交通機関の事故等による休暇 事由に応じ、７日の範囲内の期間又は必要と認められる期間 有給 

介護休暇 
介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する６か月の期間

内において必要と認められる期間 
無給 

介護時間 
介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間内

において１日２時間以内 
無給 

自己啓発等休業 ３年以内 無給 

配偶者同行休業 ３年以内 無給 

修学部分休業 ２年以内の期間内において１週間の勤務時間の２分の１の範囲 無給 

高齢者部分休業 
５５歳に達した日以後から定年退職日までで１週間の勤務時間の２

分の１の範囲内 
無給 

 

 

 （５）旅費制度の概要（令和元年度）        [円] 

日当 

（１日につき） 

宿泊料（１夜につき） 食卓料 

（１夜につき） 甲地方 乙地方 

１，１００ １０，９００ ９，８００ ２，２００ 

(注)・宿泊料欄において、「甲地方」とは、東京都、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市及び神戸 

市をいい、「乙地方」とは、甲地方を除く地域をいう。 

・日当は、目的地が県外で、かつ、100キロメートル以上の旅行について支給する。なお、市

有の自動車(これに準ずるものとして管理者が定める自動車を含む。)による旅行については、

支給しない。 
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５ 職員の休業の状況 

（１）自己啓発等休業の状況（令和元年度）      [件] 

区 分 男 性 女 性 

消防局以外 
自己啓発等休業の承認件数 － － 

自己啓発等休業期間延長の承認件数 － － 

消 防 局 
自己啓発等休業の承認件数 － － 

自己啓発等休業期間延長の承認件数 － － 

 

（２）育児休業の状況（令和元年度）         [件] 

区 分 男 性 女 性 

消防局以外 
育児休業の承認件数 － － 

育児休業期間延長の承認件数 － － 

消 防 局 
育児休業の承認件数 － １ 

育児休業期間延長の承認件数 － － 

 

６ 職員の分限及び懲戒の状況 

 （１）分限処分者数（令和元年度）                    [人] 

区 分 降任 免職 休職 降給 計 

消

防

局

以

外 

勤務実績が良くない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － － － － － 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － － 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 － － － － － 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

条例で定めた事由による場合 － － － － － 

消

防

局 

勤務実績が良くない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － － － － － 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － － 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 － － － － － 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

条例で定めた事由による場合 － － － － － 

計 

勤務実績が良くない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － － － － － 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － － 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 － － － － － 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

条例で定めた事由による場合 － － － － － 
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 （２）懲戒等処分者数（令和元年度）                   [人] 

区 分 戒告 減給 停職 免職 計 訓告 注意 

消
防
局
以
外 

法令に違反した場合 － － － － － － － 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合  － － － － － － － 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合  － － － － － － － 

消

防

局 

法令に違反した場合 － － － － － ２ － 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合  － － － － － － － 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合  － － － － － － － 

計 

法令に違反した場合 － － － － － ２ － 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合  － － － － － － － 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合  － － － － － － － 

 

 

７ 職員の営利企業等従事許可等に関する服務の状況 

  営利企業等従事許可等に関する状況（令和元年度）            [件] 

営利企業等の従事の内容 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議

員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合 
－ 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合（農業） ４ 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 ６ 

計 １０ 

 

 

８ 職員の退職管理の状況 

  令和２年４月１日における離職後２年間に再就職した元職員          [人] 

区 分 

営利企業 営利企業以外の法人 
再就職者
合計 平成 30年

度退職者 
令和元年
度退職者 

小計 
平成 30年
度退職者 

令和元年
度退職者 

小計 

課長級以上 ２ － ２ １ ２ ３ ５ 

  ※国又は地方公共団体に再就職した元職員（再任用を含む。）を除く。 
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９ 職員の研修及び訓練の状況 

  ①消防局以外の研修の状況（令和元年度） 

区           分 
回数（回） 人数（人） 

研修区分 実施区分等 

一般研修 

県職員人材開発センター ７ １４ 

事務局 ２ ３６ 

その他 １ １ 

専門研修 

県職員人材開発センター ２１ ３６ 

県市町村職員共済組合 ３ １４ 

市町村職員中央研修所 １ １ 

鳥取県建設技術センター ８ ８ 

その他 ２ ２ 

自主研修  － － 

派遣研修 
外部 １ ３ 

内部 － － 

合           計 ４６ １１５ 

 

②消防局の研修の状況（令和元年度） 

区           分 
回数（回） 人数（人） 

研修区分 実施区分等 

内部研修 

総務課 ２６１ １，９８７ 

予防課 ２３４ １，４７７ 

警防課 ７８５ ５，６４１ 

指令課 ３４ ９８ 

外部研修 

消防大学校 ３ ３ 

鳥取県消防学校 ７ ４２ 

管内病院 ２０ ３２６ 

その他外部機関 ８ ４２ 

合            計 １，３５２ ９，６１６ 

 

③消防局の訓練の状況（令和元年度） 

区  分 回数（回） 人数（人） 

外  部 １０ １２９ 

内  部 ２，１７３ １６，１３９ 

合  計 ２，１８３ １６，２６８ 
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 （１）職員互助会の状況 

 職員の福祉に関する制度の充実を図り、もって公務の能率的運営に資するため、各種福利厚生事業

を行う職員互助会に対して負担金を交付している。 

令和元年度の交付状況 ２，０２８千円 

 

（２）職員の健康診断の状況（令和元年度） 

  ①消防局以外の状況               [人] 

区  分 対象者 受診者 

定期健康診断 ４１ ４１ 

人間ドック ２８ １８ 

 

 ②消防局の状況                 [人] 

区  分 対象者 受診者 

特定業務従事者(深夜業務)特別健康診断 ２３５ ２３５ 

定期健康診断 １９１ １８９ 

人間ドック １４２ １０３ 

潜水業務従事者健康診断 １５ １５ 

 

 （３）公務災害補償制度                      [件] 

区  分 加入団体 災害件数 災害の概要 

消防局以外 

地方公務員災害補

償基金鳥取県支部 

－  

消防局 ３ 

災害活動中の事故     １件 

訓練中の事故       １件 

業務中の事故       １件 

 

１１ 公平委員会の業務の状況 

   鳥取県公平委員会に委託している事務について、勤務条件に関する措置の要求の状況、不利

益処分に関する不服申立ての状況及び苦情の処理の状況は、以下のとおりです。 

（１） 勤務条件に関する措置の要求の状況 

該当なし 

 

 （２）不利益処分に関する不服申立ての状況             [件] 

平成３０年度からの 

継続件数 

令和元年度中 

不服申立て件数 

令和元年度中 

処理件数 

令和２年度への 

継続件数 

－ － － － 

 

 （３）苦情の処理の状況 

    該当なし 


